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第３章 雇用機会均等法後の性別役割分業意識

－日韓比較調査の計量分析－

シンガポール国立大学人文社会科学部 篠原 千佳

1. 目的

1.1 問題の所在と研究目的

日本と韓国は、1980 年代後半のほぼ同時期に男女雇用機会均等法（남녀 고용 평등법

男女雇用平等法［韓国］）を施行し、制度の上で男女の雇用機会差別是正の方向に変化を

始めた。法の制定から 20 年以上経過した今日、日本と韓国に住む人々の性別役割分業意識

には、どのような傾向があるのだろうか。国際意識調査報告などによると、両国は性別役

割分業意識の比較的強い社会であることで共通している（日本内閣府 2006；春木 2006）。

かつては、良妻賢母（현모양처）、「男は外で仕事、女は家庭を守る（남성은 밖에서 일하고

여성은 집안을 돌봐야 한다）」などとよく言われたものである。しかし最近では、マスコ

ミや国会でも女性の社会進出がとりあげられ、それにともなって、仕事と家庭や性別役割

分業に関連する社会問題が、広く研究・議論され紹介されるようになった（上野・信田 2004；

井上・江原 2005；山田 2004，2008；Shinohara 2009；中井 2009）。性別役割分業意識は、

法制度や職場での性差別というような公の制度や問題とだけ相互に影響しているわけでは

ない。個人の男女関係や結婚・同棲生活・子どもの有無・数などに関しての家庭生活と働

き方について行う選択などとも、深く関係・影響しあっているものと考えられる。日韓共

に少子高齢化や晩婚化が進む中で、男女共同参画(여성 발전 女性発展[韓国])社会への変

化も求められている（韓国女性部 2008；日本内閣府 2009a）。そのことからも、両社会の

性別役割分業意識の状態を把握することは、雇用上の性差別に加え、晩婚化・少子化・家

庭生活と働き方の問題などについての理解にもつながりうる、大変重要な研究課題である。

そこで本研究は、日韓において独自に実施した社会意識調査データの中から、性別役割分

業に対する意識を取りあげ、回答者の在住地域・年齢コーホート・社会階層意識と収入・

学歴の違いに着目して分析する。

急速に近代工業化し成長・安定してきた社会における性別役割分業意識を理解するの
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は、封建主義から民主主義への社会意識変化や、物質主義から脱物質主義的な価値観への

変容（Inglehart 1977; Maslow 1954）などを理解するよりもはるかに複雑ではなかろうか。

なぜなら、性別役割分業意識は国や地域社会の発展とともに分業当然主義から反分業意識

に直線的に変化するものではないからである。たとえば、近代工業化以前の社会において

は、女性の労働参加は不可欠であった。その後の急激に成長する近代工業化を始めた社会

でも、女性は必要な労働力・収入源であり、仕事をせずに家庭だけを守っている女性の数

は総人口から見ても多くはなかったからである。多くの母や妻や娘たちが家の外で働かな

ければ家計が成り立たない社会で、「男は仕事、女は家庭」というような性別役割分業意

識は、一部の上層社会階層には支持されたとしても、大多数には肯定されにくい価値観で

あったろう。また、近代化のなかで工業化が進んでも女性の労働力は求められる。実際、

日本の女子労働力率の高さは、1960年ごろまでは先進国でも際立っていた。しかしながら、

1970 年以降、女子労働力率を欧米先進諸国に追い越され、現在、「かつては日本のほうが

女性がよく働く社会であった」ことは忘れられている (落合 2008：43)。他の先進国の歴

史を見ても、専業主婦思考の発展は戦後の男性の戦地からの帰国・更なる工業化・社会の

より安定化の後に見られる。このよい例が、1950 年代のアメリカ、1970 年代の日本であろ

う。加えて、東ドイツやロシアでは民主化後において、女性の労働権保障政策の後退や女

性労働に対する社会意識の変化が見られた。これらを考慮すると、我々がふつう国や地域

社会の発展と考える近代化・工業化・民主化と女性の社会進出への好感度が、常時プラス

に相関しているとは限らないことがわかる。

一方で、日本においては第二次大戦以降 1970 年代後半ごろまで、また韓国においては

世界金融機関（ＩＭＦ）の介入のあった 1990 年代後半ごろまで、専業主婦の数と好感度は

上昇を続けた。それは社会経済の発展にともない、平均収入が増えた社会で、結果として、

専業主婦文化とも呼べる「女性は家庭」という観念が肯定的な意味合いで日韓両社会に定

着した時期といえる。その帰結として、それまでは一部の上層階級家庭の子女のライフコ

ースであった「教育を受けた後に結婚し家庭に収まる」という専業主婦生活が、都市部の

中産階級を中心とする一般大衆のあいだでも扶養控除制度の充実などによって、より一般

化した結果、多くの手に届くものとなった。つまり、国や企業の政策においても「男は外

で仕事、女は家庭を守る」ことが肯定的に支持されたのである。専業主婦であること、ま

たは専業主婦の妻を持つことは、当時社会的なステータスでもあったであろう。貧しい家

庭の女性だけでなく、中産階級以上で教育のある女性が専業主婦になる傾向が日韓でみら
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れた（島本他 2003；井上・江原 2005）。そうは言っても、戦後日韓の社会変化には違い

も多い。日本は比較的安定成長した大戦後の 64 年であったが、韓国は朝鮮戦争（1955 年

勃発、1953 年停戦、現在休戦中）・激しい民主化運動・国家経済の破綻（1997 年ＩＭＦ介

入）・民主化（1997 年金大中大統領当選）と激しく変動し（文 2005）、男女の役割に対す

る社会規範や意識も共にこれらの社会変化に大きく影響されたであろうと察することがで

きる。

だが、日韓両国には近年女性の労働に関する法律の変化に共通点も見られ、その法改

正の恩恵をうける若年齢コーホートの意識変化が期待される。日本の『男女雇用機会均等

法』（1985 年通過、1986 年施行）に相当する法を、韓国は 1987 年に『男女雇用平等法 남녀

고용 평등법』として制定しており、日本の『男女共同参画基本法』（1997 年通過、1999

年施行）に相当する『女性発展基本法 여성 발전 기본법』を韓国は 1995 年末に制定して

いる（島本・水谷・森田・油谷 2003）。これらの女性政策がほぼ同時に両国で制定された

のは偶然ではない。日本の男女雇用機会均等法の施行とその後の改正が国連女子差別撤廃

条約（CEDAW）を批准するための国内法整備として行われた事は、国内外で常識となってい

る（Lam 1992; Brinton 1993； Liu and Boyle 2001；Osawa 2000, 2005; 赤松 2001, 2003）。

日韓共に、その政治的な法整備の背景には、国連 CEDAW 委員会などの国際政府機関とそれ

に追随する国際非営利団体からの社会的・政治的影響があると考えられる（赤松, Fraser

＆藤原 1990；赤松・山下 2003；島本 他 2003；Shinohara Forthcoming）。もちろんそれ

だけではなく、当時、両国内にそのような政策案を容認し国会を通過させるだけの政治家

達の意識変化があったからであろう。つまり、国際社会の変化や国内での法改正の影響を

受けた若年齢コーホートと、性別役割分業を率先してきた高年齢コーホート間の大きな意

識の差が予想される。

同じ東アジアの儒教文化圏にある日韓両国は、特に男女の身分と役割に関する儒教的

価値観を残しながらも、近年急激な都市化・グローバル化を経験して男女の社会的役割や

意識が変化してきた点もよく似ている。そのような社会変化の中で、社会階層意識や収入

は性別役割分業意識とどのようにかかわっているのであろうか。日本は戦後 60 年以上も平

和で比較的安定した政治・経済の発展と社会保障制度の飛躍があり、最近までは収入の比

較的低いとされる労働者階級であっても、大企業やその系列企業に所属している男性は妻

の雇用収入なしに家族を養ってゆくことが可能であった。社会意識の面でも、ここ数年メ

ディアが格差を大きく取りあげるまでは日本人口の大多数が中産階級意識を持っており、
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階層間の反発意識なども乏しかった。韓国もめざましい近年政治・経済的な発展を遂げて

いるが、それまでには、朝鮮戦争勃発後軍事政権が続き、男性の徴兵制、比較的大きい時

期が続いた貧富の差もあり、扶養控除制度のような専業主婦を社会・経済的に支持する社

会保障も日本のようには発達しなかった。朝鮮戦争、軍事政権、民主化運動、国家経済の

破綻と激変する社会の中で多くの韓国女性が家計を支えるために働く環境にあり、無職で

家庭を守りたくてもそのような生活は困難な状況が存在した。貧富の差の比較的大きな社

会では、富裕層には可能である「女性は（就職せず）家庭」という価値観で多くの人が生

活することはできない。富裕層の権威への反発意識も比較的強くなるであろう。韓国では、

富裕層には可能である男女の性別役割分業を貧困層は肯定的に支持しえない基盤があると

いえるのではないか。つまり、戦後比較的安定しその社会状況を守っていきたいと思う層

の大きい日本社会と、大きな変動と貧富の差を長年意識・経験して社会状況を変えていき

たいと思う層の大きい韓国社会では、性別役割分業意識の傾向にも社会階層意識や収入レ

ベルによる違いがみられる可能性がある。

日本人の社会意識が在住地域（村瀬 2002a; 村瀬 2002b；岩井・佐藤 2002；村瀬・高・

李 2008)、そして年齢コーホートや性別（尾嶋 2000；坂元 2005；Uggen & Shinohara 2009）

により異なることは先行研究からも明らかである。本研究はさらに日韓で国際比較を行い

つつ、回答者の在住地域・年齢コーホート・社会階層意識と収入・学歴の違いに着目し、

それらが男女の性別役割分業意識をどう形作っているのかを分析したい。

1.2.先行研究の概要

均等法制定後の日韓社会における性別役割分業意識には、どのような傾向がみられる

のであろうか。日本の場合、家族や男女のあり方についての社会意識においては 1970 年代

初頭までは男女や世代間にも格差は見られなかったが、それ以降に大きな変化があったこ

とが分っている（尾嶋 2000）。統計数理研究所の『国民性調査』（坂元・中村・前田・土

屋 2004）や『現代日本人の意識構造』（ＮＨＫ放送文化研究所編 2004）などによると、第

二次大戦後、日本人の意識は多くの項目で大きな変化はないのだが、性別役割分業意識だ

けは飛躍的な変化を遂げている（河野・高橋・原 2009）。最近のＮＨＫ放送文化研究所調

査でも、女性に対して「結婚して子どもが生まれても、できるだけ職業をもち続けたほう

がよい」という意見が最も多くなっている（河野・高橋 2009）。

今回比較する日韓意識比較データの設問と同様の性別役割分業意識調査が、日本では
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すでに内閣府男女共同参画局や社会階層と社会移動調査(ＳＳＭ調査)によって行われてい

る。1970 年代初めまでは、「夫は外で働き、妻は家を守るべき」に「賛成」が男性では 52%、

女性でも 49%で、それに「どちらかといえば賛成」も含めると大多数を占めていた（総理

府『婦人に関する世論調査 1972 年』）。しかし、近年は図１の内閣府調査が示すように、

年々、「夫は外で働き、妻は家を守るべき」に賛成する者の割合は減少傾向にあり、反対

する者の割合は増加傾向にある。この傾向はＳＳＭ調査にも同様に見られる（尾嶋 2000：

221）。1992 年に過半数を占めた「夫は外で働き、妻は家を守るべき」に「賛成」・「ど

ちらかといえば賛成」（60％）は、2007 年にはそれが減少し（45％）逆に「反対」・「ど

ちらかといえば反対」が増加している（52％）。

図1．日本男女性別役割分業意識の時系列変化 １９９２－２００７年日本内閣府調査
「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」
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2007 年に日本全国で行われた男女共同参画社会に関する内閣府世論調査においては、

性別役割分業意識を男女年齢コーホート別に発表している。この調査は、標本 5000 人中有

効回答率 62%、世代別回答率は 20 歳代が男女の順で 38％、44％、計 112 人、130 人と最低

で、70 歳以上が 70％、71％、計 275 人、310 人で最高になっている。高齢者で高い回答率

となっており、総数での発表には高齢者の意見が反映されることに注意されたい。図 2 が

示すように、日本では男性で性別役割分業に賛成する割合が高く、男性の過半数（51％）

が「賛成」（16％）または「どちらかといえば賛成」（35％）している。逆に女性の過半

数(57%)が性別役割分業に「反対」(26%)または「どちらかといえば反対」(31%)し、「賛成」

(12%)・「どちらかといえば賛成」(28%)する女性は４割となっている。また、データ収集

方法が多少異なる別の日本内閣府調査（2009b）でも、この傾向は変わらない。
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図2．日本の性別役割分業意識男女比較 2007年日本内閣府調査
「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」
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同じデータを年齢コーホート別で見た場合では、図 3 が示すように戦前世代の 60 歳代・70

歳以上の過半数(50～57%)が性別役割分業に「賛成」（20％～27％）または「どちらかとい

えば賛成」（共に 30％）であるが、戦後に生まれの 20 歳代から 50 歳代は過半数が性別役

割分業に「反対」または「どちらかというと反対」している(20 歳代 56%、30 歳代 58%、40

歳代 59%、50 歳代 57%)。図 3 によれば、性別役割分業意識の全体的な傾向の違いは、2007

年の時点で 60 歳代 70 歳以上の戦前生まれと、50 歳代以下の戦後生まれの人とにあるよう

に見える。戦後世代の過半数が「夫は外で仕事、妻は家庭を守るべき」という性別役割分

業に反対しており、特に出産・育児期である 20 歳代から 40 歳代では大多数である約 6 割

が「反対」（25％～31％）・「どちらかといえば反対」（28％～33％）しているのである。

図3．日本男女性別役割分業意識と年齢コーホート比較 2007年日本内閣府調査
「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」
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まとめると、日本の場合は近年「夫は外で仕事、妻は家庭を守るべき」という性別役

割分業に賛成が少数派になり、「反対」または「どちらかというと反対」が増え多数派(2007

年 52％）となった。男女の平均では男性は「賛成」または「どちらかというと賛成」が半

数（50％）だが、それは世代別に見ると戦前世代の傾向であり（60 歳代 50％、70 歳以上

56％）、戦後世代は全ての年齢コーホートで男女共に性別役割分業に「反対」または「ど

ちらかといえば反対」が過半数となっている（55％～59％）。総合割合に賛成派が比較的

多いのは、世論調査の回答者に高齢者の含まれる割合が高く、加えて戦後の高度経済成長

期に専業主婦またはその夫として恩恵を受けた者が多く含まれているための結果であろう。

若い世代の間で性別役割分業反対派が過半数になるのは、戦後教育のもたらした影響であ

ると考えられる（尾嶋 2000：224）。

２．データ

以下に分析を試みたデータは全て『ネットワークと社会意識に関する調査(NECO

Surveys)』であり、詳しくは第１章を参照されたい。データは 1997 年日本の仙台市を皮切

りに数年をかけて、東京、仙台北部（仙北）、韓国のソウル、大邱
テ グ

、そして 春 川
チュンチョン

から収

集したものである。研究対象の従属変数は、調査票中問６Ａの「男性は外で仕事、女性は

家庭を守るべきである」という意見に「賛成」、「どちらかといえば賛成」、「どちらか

といえば反対」、「反対」という選択種の中からの回答となっている。先の章でデータ収

集年の日韓各地域による違いについては記してあるが、その時差のために年齢別分析にお

いて男女雇用機会均等法（平等法［韓国］）の影響を受ける年齢層が地域によって大きく

ずれるという問題が起こる。そのために、2007 年時の年齢変数を作って日韓全ての回答者

の年齢を 2007 年のものにそろえ、分析を加えることにより地域による年齢のずれを解消し

た。また、階層意識と家庭の収入変数を多数から 3 つのグループに分け、比較分析結果を

わかりやすい図表で表現した。

2007 年時の年齢変数については、以上に述べたようにデータ収集時期の違いにより、

1997 年に回収した仙台の回答者も 2007 年に回収した 春 川
チュンチョン

の回答者も当時 20 歳ならば 20

歳代の同じ年齢に表示され、比較されてしまうという問題があった。これでは、日韓各地

域で現実に 10 歳の違いがある人々が同じ年齢集団として分析されてしまう。また、法改正

を経験した若年世代とそうでない世代の区別が混合するという問題が浮上した。このまま

では意識の違いが年齢コーホートごとに現れた場合、その意識が年齢と共に変わる「年齢
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効果」なのか、時代の変化と共に変わる「時代効果」なのか、年齢や時代を超えて特定の

世代に共有される「年齢コーホート効果」なのか分析できない（Ryder 1965 参照）。そこ

で、2007 年の年齢変数を新しく作り、日韓分析６地域でもっとも近年の 2007 年に統計収

集をした 春 川
チュンチョン

に全ての地域の回答者の年齢を合わせ、出生年齢コーホート分析を実施し

た（坂元 2005）。図 4 はその 2007 年時の年齢変数を使い、先行研究で示された方法を用

いて（Uggen & Shinohara 2009）、日韓全 6 地域の回答者を男女雇用機会均等法（平等法

［韓国］）制定以前と以降の 2 つの法年齢コーホートに分けたものである。図 4 中、黒で

示した均等法後コーホートは、雇用機会均等法（平等法［韓国］）施行直前とその後に就

職した法の恩恵を受けることのできる若い年齢集団であり、水玉で示した均等法前コーホ

ートとは、法改正以前に就職時期を迎えた高齢の集団である。日韓のデータ収集年の違い

から、日本の標本割合が韓国に対して比較的高齢の均等法前コーホートを多く含んでいる

のがわかる（日本 72％、韓国 62％）。

図4．日韓雇用機会均等法（平等法） 前・後年齢コ
ーホート比率 （2007年時点での年齢）

ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)
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図5. 日韓男女別4年生大学卒業率
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

それから、学歴は各卒業学校種類別に回答された変数を、「4 年生大学卒業以上の学

歴をもつ者」とそれ以外の学歴（短大、専門学校、高等学校、中学校の卒業者、中途退学

者等）の回答者の 2 つのグループに分けた変数を新たに作り、分析結果をわかりやすく表

示するよう試みた。図 5 が示すように、回答者の 4 年生大学卒業率は、日本の場合男女差

と地域差が顕著であるが、韓国は比較的高学歴で地域差があまり見られない。これは、韓

国が日本に勝る学歴社会であることに加えて、回答地域が日本は仙台北部の農村部も含ま
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れるのにたいし、韓国には農村地域の回答者は含まれず、調査地が首都ソウルと地方都市

大邱
テ グ

そして新興都市である 春 川
チュンチョン

であることにも起因する。

また、階層意識と家庭の収入変数も高・中・低収入グループの３つに分けたものを新

しく作り、図表での比較を容易にした。社会階層意識は日韓共に 5 段階の階層意識を再編

成し、３段階にまとめた。両国ともに『1．下層階級意識』に 4-5、『2．中産階級意識』

に 3、『3．上層階級意識』に 1-2 を再編成した。家庭の収入は日韓で貨幣価値も異なり、

また家庭の成員数によってそれが高収入なのかそうでないかも変わってくるので絶対的な

グループ分けは困難である。ここでは便宜上、日韓の各 14 段階と 7 段階の家庭収入変数を

3 段階にまとめ、図表でわかりやすくなるよう努めた。日本は、『1．低収入』に 1-3、『2．

中収入』に 4-11、『3．高収入』に 12-14 を当てはめ、韓国も同様に、『1．低収入』に 1-2、

『2．中収入』に 3-5、『3．高収入』に 6-7 を再編成した。

以下が、『ネットワークと社会意識に関する調査(NECO Surveys)』で集計した「男性は

外で仕事、女性は家庭を守るべきである」という設問への賛否を分析し、日韓男女の各地

域での性別役割分業意識結果をまとめたものである。

３．分析結果

全体的には、日韓各地域の男女は若いほど性別役割分業に「反対」または「どちらか

といえば反対」である反対派が増えている。特に、日韓女性は男性よりも強い反対傾向を

見せており、その意識に国・地域差の影響が非常に少ない。しかし、東京の男性は例外で、

特に 30・40 歳代の性別役割分業反対の減少傾向が際立っている。とりわけ、東京の 30 歳

代男性の意識傾向は、若いほど反対の割合が高まるという全体の社会意識変化の波に乗れ

ていないだけでなく、その反対派の割合は高齢世代の反対意識をも下回っている。つまり、

東京の若年男性は日韓社会の意識変化の大きな流れ（山本 1977；丸山 1992［1972］；Hasegawa,

Broadbent, & Shinohara 2007）から取り残され、高齢世代とも同世代女性ともかけ離れた

性別役割分業賛成意識の高まる傾向を示している。データ分析の詳細を以下に順を追って

説明したい。

まず、日韓の性別役割分業意識についての基本的な違いを示す。図 6 は、今回分析に

使用した日韓 6 地域から収集した意識調査データを国別にまとめ、回答者本人が「男性は

外で働き、女性は家庭を守るべき」という考え方に「賛成」、「どちらかといえば賛成」、

「どちらかといえば反対」、または「反対」した割合の結果である。日本は、韓国と男女
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で比較すると性別役割分業に「賛成」（日本男性 9%女性 5%、韓国男性 6%女性 5%）または

「どちらかといえば賛成」（日本男性 35%女性 23%、韓国男性 26%女性 18%）の割合が高い

が、「反対」（日本男性 31%女性 43%、韓国男性 18%女性 30%）している割合も高い。

図6．日韓国別性別役割分業意識 ネットワークと社会意識に関する調査(NECO

Surveys ) 日韓男女「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
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図 7 は、同様の傾向が見てとれる日韓 6 地域男女別のデータである。図 6，7 が示す

ように、日本の方が韓国よりも比較的性別役割分業に「賛成」または「どちらかと

いえば賛成」する傾向が強く、性別役割に対して固定的な意識傾向があるともいえ

る。しかし、日韓においてデータ収集年が最大 10 年開いている事と日本の性別役割

分業への「反対」の割合の高さを考慮すると、日本人の性別役割分業への価値観が

韓国人よりも保守的だとは単純には言えない。総合的には、日韓どちらも各地域男

女の性別役割分業に「反対」または「どちらかといえば反対」が多数派をしめてい

る。日本は韓国に比べて賛成も決して少なくはなく、男女の性別役割分業に対して

は多様な意識が存在し、「賛成」も比較的多いが「反対」も全地域で韓国よりも多

くなっているいる点に注目したい。

3.1．日韓の地域差

日韓の地域別意識差の大まかな傾向としては、日本では首都東京の性別役割分業

反対派がもっとも多いのに対して、韓国では首都ソウルではなく新興都市 春 川
チュンチョン

の反

対派が最多となっていると言える。日韓各地域全てに共通しているのは、女性の方

が性別役割分業に反対派が多いことである。際立った相違は、日本の仙台男性の賛
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成派と反対派の割合が半々となっており両国で最も保守的であり、韓国の 春 川
チュンチョン

女性

の反対派が 8 割を超え、性別役割分業に対して最も否定的で男女の役割に対して解

放的な意識を示している事である。

図 7 からもわかるように、日本男性の性別役割分業意識は仙台の賛成派率（50％）

がもっとも高く、次に仙北(43％)、そして首都東京（38％）へと賛成が減少傾向に

あるが、韓国男性は逆に首都ソウルの賛成派率(36％)がもっとも高く、次に大邱
テ グ

(34％)、そして 春 川
チュンチョン

(27％)と賛成減少傾向が見られる。ソウルと大邱
テ グ

では、賛成派

の割合にほとんど違いがなく（大邱
テ グ

男性 34％、女性 23％；ソウル男性 36％、女性 22％）、

反対派の割合もソウル女性の反対派が比較的多いのを除けばほとんど違いはない

（大邱
テ グ

男性 66％、女性 77％；ソウル男性 64％、女性 78％）。韓国の 3 つの地域中、

人口が最小で新興都市である 春 川
チュンチョン

（約 25 万人）は、性別役割分業「賛成」または「ど

ちらかというと賛成」の割合が日韓両国の調査 6 地域で最も低く（男性 27％、女性

19％）、「反対」または「どちらかというと反対」の総合割合も日韓両国全地域で

もっとも高い（男性 72％、女性 80％）。韓国では 春 川
チュンチョン

が、日本では東京が（男性

61％、女性 75％）「男性は外で仕事、女性は家庭を守るべき」に対し最も強く反対

傾向を示している。
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図7．日韓男女性別役割分業意識 ネットワークと社会意識に関する調査(NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
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3.2．年齢コーホート別意識差

図 8 と図 9 は、日韓各地域男女の性別役割分業反対意識を調査回答時の年齢コー

ホート別で示した折れ線グラフである。図 8 は各地域の男性の、図 9 は女性の反対

意識であるが、20 歳代の反対割合が高く 60 歳代に向かい低くなる傾向が見られ、比

較的に女性の方が反対の割合が高く地域差も小さい。どの地域でも、回答時の年齢

が上昇するほど性別役割分業に反対の割合が減少していく傾向にある。しかし、東

京の男性に関しては 20 歳代(55％)と 30 歳代（59％）で反対割合が最も低く、40 歳

代(72％)を頂点として 50 歳代（63％）・60 歳代（59％）と減少するが若い世代ほど

の減少ではない。つまり、東京の男性に関しては、若い世代が性別役割分業をより

支持する傾向があるだけでなく、高齢世代の男性とも同世代の女性ともその格差が

歴然としているのである。韓国ではソウルの 40 歳代男性の反対割合が低く(46％)、

他の世代や女性との差が顕著である。総合的には、日韓男女共に若年コーホートほ

ど性別役割分業反対割合が増加する。両国の男性の性別役割分業への反対意識は比

較的低く、日韓各地域との差も大きい。日韓女性の反対意識は比較的高く、若い世

代ほど反対傾向が強くなる傾向があり、地域差は小さい。

図 10 と図 11 は、2007 年時の出生年齢コーホート別の日韓各地域男女の性別役

割分業反対意識を示す折れ線グラフである。回答者の年齢を回答時のもから最新調

査の収集された 2007 年時の年齢にすることにより、同じ年齢コーホート集団は実際

に出生年の同じ同年代の集団である。図 10 と図 11 は、回答時の年齢コーホート別

の図 8・図 9 と比較すると日韓地域差が一層少なくなった。日本の 20 歳代のデータ

が 30 歳代に組み込まれてグラフ上にはなくなるので、その年齢コーホートは日韓で

比較はできないし、70 歳以上は韓国の 2 地域ではデータがないのは残念であるが、

特に日韓女性の意識傾向は重なり合うように相似していることに注目したい。その

傾向は若い年齢コーホートほど顕著である（図 11）。東京の 60 歳代女性(76％)・70

歳以上の女性(73％)とソウル在住７０歳以上の女性(71％)の「反対」意識傾向が他

地域と比べて一層強いという例外はみられるが、年齢コーホートが若くなるごとに
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図8．日韓男性調査時年齢コーホート別意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)
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図9．日韓女性調査時年齢コーホート別意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」に反対・どちらかといえば反対
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図10．日韓男性2007年の年齢コーホート別意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」に反対・どちらかといえば反対
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図11．日韓女性2007年の年齢コーホート別意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」に反対・どちらかといえば反対
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「男性は外で仕事、女性は家庭を守る」という性別役割分業に反対が多くなる傾向

をしめしている。その中で特異なのが東京の男性で、性別役割分業に反対派の回答

者は 50 歳代(70％)を頂点に若い世代で減少している。つまり東京の男性は 50 歳代

に比べ 30 歳代・40 歳代の性別役割分業反対層が減少し、特に 30 歳代で 53％と東京

の男性全ての年齢コーホート中最低でありその数値は顕著である。しかし、日韓の
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他地域の男性では、多少の上下はあるものの高年齢集団に比べて若いほど性別役割

分業に反対する傾向が強い。つまり、性別役割分業意識は日韓男女共に全体では年

齢が若くなるほど反対が増加する傾向がみられ、「年齢コーホート効果」が明らか

であるが、東京在住若年男性の 30 歳代は性別役割分業反対派が大きく減少し（つま

り賛成派が大きく増加し）保守化の傾向がみられ、特異な「年齢コーホート効果」

と「地域効果」の両方が示された。

3.3．階層意識と実際の家庭収入による意識差

図 12 は日韓女性の社会階層意識と性別役割分業意識を示す棒グラフであるが、日本で

は中産階級に属すると考える女性に「男性は外で仕事、女性は家庭を守るべき」に反対傾

向（賛成派 25％、反対派 75％）が強い。上層・下層階級意識のある女性は賛成派が中産階

級意識のある女性よりもやや多い（上層 31％、下層 34％）。日韓どの意識階層でも性別役

割分業に対しては反対が大多数をしめるが、日本では比較的上層・下層階級意識の女性が

性別役割分業を支持する傾向があるといえる。韓国では、下層階級意識のある女性がより

分業に賛成する傾向を見せた（下層：賛成派 26％、上層：賛成派 19％）。

図 13 は日韓男性の階層意識と性別役割分業意識を示している。日本の場合、中産・上

層階級意識の男性に「男性は外で仕事、女性は家庭を守るべき」と考える傾向があり、約

1 割が「賛成」4 割が「どちらかといえば賛成」し、下層階級意識男性の過半数がそれに「反

対」または「どちらかというと反対」なのと対照的である。そして、日本では性別役割分

業の最大支持層は上層階級意識の男性(49％)であるのに対し、韓国ではそれは下層階級意

識の男性(35％)であるだけでなく、比較的少数派である。日本では、もっとも多い分業反

対派は下層意識男性で 65％（中産 51％、上層 52％）が反対であるが、韓国ではどの階層

意識の男性も性別役割分業に「反対」または「どちらかというと反対」が多数派（上層意

識 73％、中産意識 67％、下層意識 66％）をしめている。つまり、日本では下層意識の男

性が性別役割分業に反対する傾向にあるのに対し、韓国ではそれは上層階級意識の男性の

傾向である。

それでは、実際の家庭収入別ではどうであろうか。図 14 をみてわかるように、大多数

の日韓女性は性別役割分業に「反対」（日 42～46％、韓 28～32％）または「どちらかとい

えば反対」（日 29～30％、韓 42～57％）であるが、両国の低収入家庭の女性回答者に「賛

成」が比較的多い。日本では「男性は外で仕事、女性は家庭を守るべき」に「賛成」する
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のは低収入家庭の女性が比較的多いが（11％）、同じ収入グループの「反対」（低収入 45％、

高収入 45％）「どちらかといえば反対」（低収入 29％、高収入 29％）は高収入家庭の女

性グループと変わらず大多数である。日韓両国の高収入家庭の女性は性別役割分業に「賛

成」しないのも特徴であろう（日 1％、韓 0％）。韓国では、家庭の収入レベルが上がるほ

ど「どちらかといえば反対」が増える傾向にあり(低 42％→中 50％→高 57％)、性別役割

分業に「賛成」「どちらかといえば賛成」するのは家庭の収入の低い女性である（低 5％、

21％；高 0％、12％）。まとめると、性別役割分業に「賛成」する日韓女性は低収入家庭

（日 11％、韓 5％）・中収入家庭（日韓共に 4％）の順に多い。日韓どちらも反対派が大

多数だが、韓国は「どちらかといえば反対」が多く、日本は「反対」が多いという特徴が

ある。

図 15 は日韓男性の性別役割分業意識であるが、これも女性同様反対派が多数であるが、

女性に比べ日韓の男性は賛成派も決して少なくない。日本では中・高収入家庭の男性の賛

成派が多く（中高共に 45％）、韓国では低収入家庭の男性からの支持が大きい（44％）傾

向がある。しかし、「賛成」だけを見ると日韓共に低収入家庭の男性（日 13％、韓 10％）

と日本の中収入家庭の男性（9％）に比較的多いのが特徴である。その「賛成」割合の中で

最も高い数字の日本の低収入家庭男性だが、「反対」だけの割合も実は日韓全ての家庭収

入で最も高く（37％）なっており、両極端な傾向が見られる。「賛成」と「どちらかとい

えば賛成」をあわせた賛成派の多い韓国の低収入家庭の男性(44％)では、「反対」は 13％

で最低の割合にとどまっている。つまり、日本の場合は家庭収入による傾向は複雑である

が、韓国の場合は性別役割分業に賛成意識は低収入家庭の男性の傾向であり、反対意識は

高収入家庭の男性にみられる傾向であるといえる。これら図 14・図 15 とも収入は回答者

の家庭の収入であり、必ずしも回答者個人の収入ではないので、日韓男女ともに親と同居

している成人した子どもが高収入のグループに入って回答していることは十分考えられる。
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図14．日韓女性家庭収入別の性別役割分業意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
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図15．日韓男性家庭収入別の性別役割分業意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
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図12．日韓女性社会階層意識別の性別役割分業意識

ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)
「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
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図13．日韓男性社会階層意識別の性別役割分業意
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
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3.4．学歴による意識差

図 16 は、「男性は外で仕事、女性は家庭を守るべき」という性別役割分業への

賛否を 4 年制大学卒業か否かで分析した結果である。日韓共に、４大卒集団の方が、

性別役割分業に反対傾向がより強く明白である。日韓両国の男性の回答傾向に大きな

違いはないが、日本の場合、4 大卒男性はそうでない男性と比べて性別役割分業に「賛

成」が減少し（11％→5％）、「反対」が増加する（27％→36％）両極端のみに変化

が見られる。それに対して韓国は、4 大卒男性はそうでない男性と比べて全ての回答

選択種で変化が見られる。性別役割分業に「賛成」(10％－3％)「どちらかといえば

賛成」(29％－23％)が減少し、「どちらかといえば反対」（45％－53％）「反対」(15％

－21％)が増加している。日韓の 4 年生大学卒業女性とそうでない女性の回答傾向の

変化は、韓国男性のものと同様に、4 大卒女性はそうでない女性と比べ日韓共に性別

役割分業意識は賛成派が減少（日本女性 31％→16％、韓国女性 27％→14％）、反対

派が増加している（日本女性 70％→83％、韓国女性 73％→86％）。これらは、日韓

共に学校教育が性別役割分業意識に影響している可能性を明確に示している。

図 17・図 18 は 4 年制大学卒業男女の性別役割分業に対する地域別意識を示した

ものである。図 17 の 4 大卒男性の意識調査の結果は、日韓の傾向の違いが大きく、4

大卒の韓国男性は性別役割分業に「どちらかといえば反対」する傾向が大きく（ソウル 52％、

大邱
テ グ

53％、 春 川
チュンチョン

53％）、「賛成」（ソウル 3％、大邱
テ グ

2％、 春 川
チュンチョン

3％）「どちらかといえば賛

成」（ソウル 27％、大邱
テ グ

28％、春 川
チュンチョン

16％）は少数派となっている。興味深いことに、日本

の大卒男性は分業に「反対」（東京 39％、仙台 35％、仙北 33％、）する傾向が韓国と比べ

るとかなり強いが、「賛成」（東京 5％、仙台 5％、仙北 6％、）「どちらかといえば賛成」（東

京 32％、仙台 37％、仙北 33％、）も決して少なくはない。しかし、総合的には両国ともに

「反対」と「どちらかといえば反対」の合計が半数以上を占める。

図 18 は 4 年生大学卒業女性の地域別性別役割分業意識であるが、日韓ともに「反対」

と「どちらかといえば反対」の合計が 8 割以上になっており、日韓女性社会の規範は反性

別役割分業だといえる。「賛成」する割合となると 0%から 2%で、「どちらかといえば賛成」

も 9%から 17%と少ない。日韓 4 大卒女性の傾向の違いは男性と同様に、日本は「反対」（東

京 48％、仙台 58％、仙北 56％）が多いのに対して、韓国は「どちらかといえば反対」（ソ

ウル 48％、大邱
テ グ

52％、 春 川
チュンチョン

43％）が多くなっている。
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図16．日韓男女学歴別の性別役割分業意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
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図 17・図 18 から、4 年制大学を卒業した日韓男女の性別役割分業意識の特徴として、

男性は韓国、特に 春 川
チュンチョン

の分業反対傾向が強く、女性の反対意識の傾向は男性に比べ一層強

くなっている。日韓女性の違いは、反対意識が両国共に 8 割以上を占める中で、日本女性

は「反対」（日 48～58％、韓 33～48％）が多数派であるのに対し、韓国女性は「どちらか

といえば反対」（日 25～34％、韓 52～53％）する傾向が強いことである。

図17．日韓4大卒男性の性別役割分業意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
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図18．日韓4大卒女性の性別役割分業意識
ネットワークと社会意識に関する調査 (NECO Surveys)

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」

４．結論

日本と韓国は 1980 年代後半のほぼ同時期に男女雇用機会均等法（平等法［韓国］）を

施行し、それから 20 年あまりが経過しても性別役割分業意識の強い社会であるといわれて

いる（日本内閣府 2006；春木 2006）。しかし、日韓男女の役割分業意識に共通していたの

は、出生年齢コーホート（世代）が若年になるほど反性別役割分業意識へ変化する傾向で

あり、また、その中で日韓に興味深い相違もみられた。

『ネットワークと社会意識に関する調査(NECO Surveys)』の分析結果は、日韓女性の

性別役割分業意識で男性よりも「一歩先行く」（図６；ＮＨＫ放送文化研究所 2004）解

放的で先進的意識傾向であった。この意識調査結果全体では、他の意識の地域比較研究

では見られた地域差（村瀬 2002a; 村瀬 2002b；岩井・佐藤 2002；村瀬・高・李 2008）が

それほど見られなかったのに対し、男性には意識の地域格差が見られ、特に東京の若年男

性には性別役割分業反対派減少という日韓の意識変化に逆行する傾向が見られた（図７、

図 10、図 11）。日韓各地域の男女は若いほど性別役割分業に反対派が増える傾向にあった

が（図 10、図 11）、これは新しい意識を持った新しい世代が調査対象となる成人社会

に参入してきたことによってもたらされた「年齢コーホート（世代）効果」 (尾嶋

2000；坂元 2005；Uggen & Shinohara 2009) であろう。しかし、東京の若い世代の男

性だけがその高齢世代の男性とも同世代の女性ともかけ離れた非常に低い分業反対意識を

示し（図 10）、意識の大きな格差を生みだしていた。この意識格差は近年の「女性志向」

の飛躍（坂元 2005：12）の波に乗れなかった東京在住の 30 歳代男性に見られる意識
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現象であるといえる。戦後日本では、1970 年代後半から飛躍的な変化を遂げた性別

役割分担意識であるが（尾嶋 2000；ＮＨＫ放送文化研究所 2004；数理研究所 2007）、

それは社会の格差問題を複雑に反映し、これまであった男女間だけでなく年代・地

域・収入・階層意識間での意識格差を生み出しながら次の段階へ進み始めているよう

である。日韓で男女共同参画(여성 발전 女性発展[韓国])への変化が推し進められる中

で（韓国女性部 2008；日本内閣府 2009a）、最近は仕事と家庭や性別役割分業関連の社会

問題が広く紹介されるなか（上野・信田 2004；井上・江原 2005；山田 2004，2008；Shinohara

2009；中井 2009）、なぜ、30 歳代の東京在住男性にだけこのような意識傾向が見られ

たのだろうか。更なる調査と研究分析が求められる。

「夫（男性）は外で仕事、妻（女性）は家庭を守るべき」という性別役割分業意識は

男女、世代、国・地域、学歴だけでなく、家庭の収入や個人の社会階層意識の違いによっ

ても違いが見られた(図 12～図 15)。日本では、性別役割分業に「反対」する意見が、比較

的多いが、「賛成」や「どちらかといえば賛成」の選択も少なくはなく、多様な意見が混

在しており、その傾向も多少複雑化していた。日本は上層・中産階級意識のある男性の性

別役割分担意識への賛成傾向が強いが、女性の場合は上層・下層意識の女性の賛成傾向が

強い（図 12、図 13）。韓国では、性別役割分業に「どちらかといえば反対」する傾向が強

く、年齢・学歴・社会階層・家庭収入別での傾向が明快であった。韓国では若者、高学歴

者、意識・家庭収入共に上層階級者が性別役割分業に「どちらかといえば反対」する傾向

が強かった。この日韓の傾向の違いは、性別役割分業意識が封建主義から民主主義への意

識変化や物質主義から脱物質主義的価値観への社会意識変化（Inglehart 1977；Maslow

1954）とは同じように変化しないのではないか、という複雑性の可能性を示している。日

本の性別役割分業賛成派の多さは、かつての働く日本女性の多さを忘れさせるほどである

が（落合 2008）、それは戦後の政治・経済成長の安定から来るものといえるかもしれない。

しかし、そう考えると東京の若年男性の分業反対率の低さは社会経済の不安定化からくる

ものなのかもしれないが、同様にＩＭＦ介入などの経済悪化を経験した韓国の世代や女性

には見られない傾向であることは注目にあたいする。韓国は朝鮮戦争後、激しい民主化運

動、国家経済の破綻、そして真の民主化へと激しく変動したが（文 2005）、性別役割分業

意識も世代と共に変化したのであろう。そして、そのように激変を続ける社会で現在、上

層階級意識を持ち高収入であるためには、固定的性別役割分業を否定し「男女共に外で働

き、共に家庭を守る」という価値観の元で働き家庭生活を送ることがより戦略的であろう。
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これらの点に関しては、今後の更なる文献研究と韓国での調査が求められる。

地域別の意識の違い（村瀬 2002a; 村瀬 2002b；岩井・佐藤 2002；村瀬・高・李 2008）

と教育背景による価値観の違いは日韓の性別役割分業意識にも見られた。日本の地域標本

は首都東京・地方都市仙台・農村仙北となっているのに対し、韓国は首都ソウル・地方都

市大邱
テ グ

・新興都市 春 川
チュンチョン

となっており、農村は含まれていない部分で意識の傾向の差が違っ

た形で現れた。これは、日韓調査標本の出生年を基準とした平均年齢が、日本はより高齢

であり韓国の方が若年である傾向も影響しているのであろうが(図 4)、日本は地域による

教育格差が大きく、韓国にはその違いがほとんど見られない（図 5）。日本では、農村で

ある仙北の意識に保守的な傾向があるが、これは教育背景の違いも大きく影響しているの

ではないかと推測できる。韓国の性別役割分業への保守的な傾向を示したのは首都ソウル

と地方都市大邱
テ グ

であり、新興都市 春 川
チュンチョン

の分業反対傾向はもっとも強く、韓国の反性別役割

分業意識は一般的に日本のそれより高く、それは相対的に高い教育が背景にあるのかもし

れない。また、春 川
チュンチョン

に反性別役割分業意識が強いのは、教育やその他の新しい産業が集ま

っており、そのような産業に従事している新しい価値観を比較的支持しやすい層が多いか

らではないかと考えられる。日本でも男女の能力に対する意識、特に女性の能力を認める

傾向の意識変化は、戦後教育のもたらした影響（尾嶋 2000）と考えられているが、韓国 春 川
チュンチョン

についても同様ではなかろうか。春 川
チュンチョン

については、今後回答者の教育や従事する産業・雇

用従事者別の分析を加えて分析すると興味深い結果が出るのではないかと思われる。

それでは、日韓男女ともに 4 年生大学を卒業した若い年齢コーホートの性別役割分業

意識がより分業に反対の傾向を示している中で(図 10、図 11)、日本では平均学歴の最も高

い東京在住若年男性の性別役割分業意識が保守化した要因はいったい何であろうか。教育

背景の違いは日韓の傾向を理解する上で大切な要因ではあるようだが、それが性別役割分

業意識の違いを生み出す全てではないようである。なぜなら、相対的に学歴の低い仙北の

反性別役割分業意識は平均的に学歴のより高い仙台の方が低いだけでなく(図 10)、平均学

歴の低い女性の意識は日韓共に男性よりも「一歩先行く」（図６；NHK 放送文化研究所 2004）

傾向を示していたからである。日韓の 20 歳代・30 歳代女性は共に大多数（図 11 中

75％～94％）が性別役割分業に反対し、他地域の若年男性も同様に「出生年齢コーホ

ート（世代）効果」を見せる中、東京の若年男性は分業反対が減少し、その結果、賛

否がほぼ半々（賛成派 47％、反対派 53％）となっていた。東京の若年男性の半分業

意識の低さは、日韓ともに見られる性別役割分業に対する社会意識変化の大きな流れ



- 60 -

（山本 1977；丸山 1992［1972］；Hasegawa et al. 2007）から取り残されてしまったこ

とを示している。その要因を理解するためには統計的な多変数分析をしデータを掘り

下げる必要があるが、日本の雇用慣行が不況時に男性若年労働者の雇用状況を大きく

悪化させ、それが権威主義に関連する意識に影響している可能性は十分に考えられる。
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